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厚生労働省に寄せられた「国民の皆様の声」の集計報告について 

（本省受付分） 

 

 

 

 

 

（平成２２年５月２１日から平成２２年５月２７日受付分） 

 

別紙 

○ 厚生労働省に寄せられた「国民の皆様の声」の集計報告（本省受付分）(10/05/31)   

厚生労働省に寄せられる「国民の皆様の声」につきましては、厚生労働行政の政策改

善につながるきっかけとなるものであることから、一週間分の集計結果と現時点での対応

等をとりまとめましたので、お知らせいたします。 

平成２２年５月３１日 

大臣官房総務課情報公開文書室 

（担当 ・内線）   室   長 小 林 洋 子 

室長補佐 大 村 良 平 

（電 話 代 表） ０３（５２５３）１１１１（内線７３２１） 



（単位：件）

来訪 電話 手紙 FAX メール 地方自治体 計

4 42 3 0 564 0 613

0 0 0 0 3 0 3

統計情報部 0 0 0 0 0 0 0

医政局 0 17 0 0 7 0 24

健康局 0 45 0 0 105 0 150

医薬食品局 0 74 0 0 9 0 83

食品安全部 0 1 0 0 0 0 1

労働基準局 0 327 3 0 88 0 418

職業安定局 0 31 4 0 142 0 177

職業能力開発局 0 10 105 0 15 2 132

雇用均等・児童家庭局 0 201 0 0 132 181 514

社会・援護局 0 88 2 0 30 0 120

障害保健福祉部 0 2 0 0 0 0 2

老健局 0 31 0 0 9 15 55

保険局 0 62 0 0 3 0 65

年金局 0 9 1 0 30 0 40

政策統括官 0 10 0 0 2 0 12

日本年金機構 37 427 44 0 44 0 552

41 1,377 162 0 1,183 198 2,961

国民の皆様の声の内訳 ↓
　政策・制度立案への提言 427

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 542

　法令遵守違反に関するもの 5

　その他 1,987

※ 主な国民の皆様の声は、担当部局別に次ページ以降に添付してあります。

合　　計

平成２２年５月３１日
大臣官房総務課情報公開文書室

厚生労働省に寄せられた国民の皆様の声・集計報告（本省受付分）

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

組　織　名

行政相談室
（各部局に属さないもの）

大臣官房
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ④

2 ④

3 ④

4 ④

5 ④

6

ある宗教団体がテロ行為を画策している。（電話） 厚生労働省の所管ではなく、警察に相
談されたほうが良い旨ご説明し、ご理
解を得ました。

対　　応
項番 内　　容

概　　要

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

行政相談室

相談係長　　松浦　洋平（内線７１３４）
（０３）５２５３-１１１１（代表）

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

0

0

部局（課室）名

照　会　先

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 メール 地方自治体

0

手紙

（主な国民の皆様の声）

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

合計

国民の皆様の声の
内訳（大分類） 　法令遵守違反に関するもの

4 42

　その他 613

FAX

6133 0 564

0

　

※その他、口蹄疫や黄砂対策に関するご意見等の厚労省
　 施策以外のご意見メールが多数ありました。

長妻厚生労働大臣と直接会話をして意見を言いたいので大
臣にかわってほしい。意見の内容はその時に申し上げる。（同
様の電話がありました。）

ご意見等の内容に応じて、所管部局
が組織として責任をもってご意見等を
承る旨をご説明し、了承を得ました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

【ご意見：県住宅供給公社】
県営住宅に住んでいて、このたび退去することになったが、退
去の際に１ヶ月以内に襖、畳を全面取り替えをさせられ １５万
円以上とられた。入居の際に敷金で５万円払ったのに足りな
いとのこと。生活が苦しいから県営住宅に住んでいたのに。県
が委託している会社は高い。
（厚生労働省「国民の皆様の声」意見メール）

県の住宅供給公社は県庁が所管して
いる旨返答いたしました。

【ご意見：内容表示情報公開】
家庭用電化製品を買って、メーカーにフィルターの材質が何
かと思って問い合わせたところ、おおまかなことは教えていた
だきましたが、詳しい内容は社外秘の名のもとに教えていた
だけませんでした。取扱説明書にも記載されておりません。工
業製品や電化製品に消費者やユーザーやそれを扱う労働者
は有害物質が含まれていないか不安に思う人もいると思いま
す。消費者やユーザーなどへの情報公開として公正で詳細な
材質や物質内容を表示する義務はあるのでしょうか？ないの
でしょうか？
（厚生労働省「国民の皆様の声」意見メール）

厚生労働省の所管ではなく、経済産
業省の所管である旨返答いたしまし
た。

【ご意見：口蹄疫感染防止の為の海上隔離の提案】
現在宮崎県において拡大している口蹄疫の拡大を防止する
為に、発生源から10キロ圏内の牛、豚は殺処分と決定されて
いますが、この発生域が海岸沿いであることを利用して、未感
染牛や豚を海上隔離したらどうかと考えます。大型自動車運
搬船やフェリーをチャーターすれば、一隻１0,000頭以上の隔
離が可能と思いますし、無駄な殺処分を防止でき、農家を救
済できるのでは。素人考えですが、ご検討ください。
（厚生労働省「国民の皆様の声」意見メール）

厚生労働省の所管ではなく、農林水
産省の所管である旨返答いたしまし
た。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ①

2 ⑤

3 ①

4 ①

5 ①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

医政局

①②　歯科保健課総務係(内線2583)
③　　 医事課総務係（内線2566）
④⑤⑥医事課試験免許室免許登録係
　　　　（内線2576、2577）
⑦　　看護課総務係（内線2596）

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

0

5

部局（課室）名

照　会　先

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

国家試験合格後、免許申請時において
免許を与えるか与えないかの判断となる
ので、現段階では取得の可否はお答えで
きない旨をご説明しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

（主な国民の皆様の声）

　法令遵守違反に関するもの

　その他

0

19

過去に罰金刑に処せられたが、医師免許を取得することができる
か教えて欲しい。（医師第法４条第３号等の内容に関する問い合
わせ）

歯科医院で受けた治療の内容について納得がいかない。都
道府県等の公的な機関で相談が可能な機関はないのか。

個人的に医療従事者としての資質を欠いていると思う医師につい
て行政処分をして欲しいと考えているが、処分が行われるのはど
のような場合なのか。

行政処分の対象者に対する聴聞について、どのように行われてい
るか教えて欲しい。

都道府県等の医療安全支援センターに
ご相談いただくようご説明しました。

行政処分は、基本的には、罰金刑以上の
者が対象となる旨をご説明しました。
現在のところ、当該医師について罰金刑
以上の刑が確定するか判断がつかない
ため、行政処分をすることは難しい旨ご
説明しました。

行政手続法（第3章 第2節 聴聞）に定め
られた規定の内容についてご説明しまし
た。

項番 内　　容

歯科技工士法第26条で規定されている広告の制限に違反し
た場合、罰則規定があるのか。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

メール

0 17 0 0 7

概　　要
歯科技工士法第32条において、30万円
以下の罰金が規定されている旨をご説明
しました。

地方自治体

0 24

合計

対　　応
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分類

6 ①

7 ①

３年制専門学校の看護師課程を卒業後、２年間病院で看護師とし
て働いているが、現在、大学進学を考えており、編入学が可能か
どうかを教えて欲しい。

一般的に修業年数が２年以上であり、課
程の修了に必要な総授業数が１，７００時
間以上である専門学校の修了者であれ
ば編入学は可能とされているが、編入学
の要件については、さらに個別の大学で
規定されている場合があるので、編入学
を希望される各大学へお問い合わせいた
だくようご説明しました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
身体に障害を持っているが、医師免許を取得することができるか
教えて欲しい。（医師法第４条第１号等の内容に関する問い合わ
せ）

国家試験合格後、免許申請時において
免許を与えるか与えないかの判断となる
ので、現段階では取得の可否はお答えで
きない旨をご説明しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

④

3

④

4

④

5

④

たばこの値上げをすべきではない。 貴重なご意見として拝聴いたしました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

屋内だけではなく、屋外も禁煙にしてほしい。 貴重なご意見として拝聴いたしました。

全面禁煙はやりすぎではないか。 貴重なご意見として拝聴いたしました。

受動喫煙対策を行っていないところの行政指導をしてほしい。 貴重なご意見として拝聴いたしました。

肝炎治療に対する医療費助成制度の対象者や制度の内容等につ
いて教えて下さい。

本事業の目的や助成対象等、制度の概
要についてご説明いたしました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 10

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 140

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 健康局

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分
照　会　先

健康局総務課
榎本　芳人（内線２３１３）
（ダイヤルイン０３－３５６５－２０７７）

地方自治体 合計

0

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

45 0 0 105 0 150

メール
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分類

6

⑤

7

①
②

8

①

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

水道料金の徴収について、市の委託事業者が毎月の検針も
行わずに高額な料金を請求してくるため、委託元の水道事
業者（企業局）、市役所に伝えてもたらい回しにされてしま
う。

市の相談窓口にご相談いただくよう、ご
説明いたしました。

原爆症認定の審査について、申請しているが認定状況はどうなっ
ているか。

随時審査を行っているところであり、審査
には時間を要しているが審査基準の見直
しや審議会開催回数の増などにより対応
している旨説明いたしました。

原爆症認定に関する異議申立の制度について教えてください。 制度の内容をご説明いたしました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

①

3

①

4

①

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの

　その他 83

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 医薬食品局

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分
照　会　先 書記室管理係長　茂木　匡哉（２７０４）

FAX 地方自治体メール

0 0 9

国民の皆様の声
把握方法別件数

家族がＣ型肝炎で肝硬変を発症しつつある。治療費助成等、何か
もらえるものがあるのか教えてほしい。

（Ｃ型肝炎の治療費助成、給付金制度に対する照会多数）

肝炎治療に関する医療費助成について
説明させていただくとともに「特定フィブリ
ノゲン製剤及び特定血液凝固第IX因子製
剤によるＣ型肝炎感染被害者を救済する
ための給付金の支給に関する特別措置
法」による給付金の概要をご説明いたし
ました。

合計

肝炎の治療内容ははどういったものがあるか？また、費用はどの
くらいか？

（Ｃ型肝炎の関する治療に関する照会多数）

個々の方によって異なりますので、医療
機関や最寄りの保健所にご相談していた
だくようご案内したこと、併せて、肝炎治
療に関する医療費助成についてもご説明
いたしました。

74 83

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言

0

00

来訪 電話 手紙

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

過去に手術を受けたのだが、大丈夫か心配。どうすればよいか？
　
（C型肝炎ウイルス感染に関する照会多数）

Ｃ型肝炎ウイルスに感染しているかどう
かはお電話の内容ではわからないため、
ウイルス検査の受診をお勧めするなど今
後の対応についてご説明をさせていただ
きました。

自宅近所に企業の倉庫あるが、毒劇物に該当する物質が容器に
入れられ、積み上げられており、また危険物にあたる物も置いて
あったり、倉庫自体が建築基準法違反といえるような構造になって
いたり、近隣に住む者としては不安で仕方がない。地方自治体の
各担当部署に掛け合ってみたが、あまり誠実に対応してくれてい
るとは思えない。
国として是正の措置をとるとともに、法令に基づく罰則を科すべき
である。

保健所担当課に状況等を確認したとこ
ろ、現在、他部署とも連携して検査等を実
施しており、近くとりまとめを行うとのこと
でした。このため、当該保健所に対して
は、毒物及び劇物取締法に基づく保管管
理の状況等を確認し、他部局とも連携を
図った上でご相談者にご報告していただ
くようお伝えするとともに、ご相談者に対
しては、近く保健所から報告がなされる旨
お伝えいたしました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ⑤

2

3

4

5

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

局課（室）名 食品安全部企画情報課

照　会　先
総務係長　嶋田敏志（内線２４５０）
調整係長　瀬戸裕之（内線２４５２）
（ダイヤルイン　０３－３５９５－２３２６）平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する（地方支分部局で受け付け、本省に報告したものを含
む）、⑤その他、に分類。

　ツイッターにて「木村もりよ」が口蹄疫について発言をしてい
たが、殺処分について法律を守らなくてよいといった発言は、
国家公務員として不適切ではないか。また、インフルエンザ
に係る一連の発言についても、厚生労働省の医系技官とし
て発言しているが、国民の不安を煽り混乱させている。組織
としてこのような職員を採用しているのはおかしい。上司に
報告して、何らかの対応をしてほしい。

ツイッターでの発言は、厚生労働
省としての見解ではなく、あくまで
も個人的な意見を述べたものと思
われますが、ご意見として承り、省
内で報告しますと回答しました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 1

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
概　　要

対　　応

1 1

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

00

メール

0 0 0
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

④

2

①

3

①

4

①

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　労災の休業補償給付を請求したが、なかなか決定がされ
ない。
　そんなに時間がかかってしまうものなのか。

　事案によっては、調査に時間がかか
ることもあることを説明し、ご理解を求
めました。
　また、労働局を通じて、請求人に対
して現在の進捗状況を懇切丁寧に説
明するよう指示しました。

　有期労働契約を合法化している現行制度を変えてほしい。
　有期労働契約は禁止してほしい。

　現在、厚生労働省において開催さ
れている「有期労働契約研究会」に対
する貴重なご意見として承りました。

　労災の遺族補償給付が支給決定されたと聞いて、被災者
の血縁者である者が、労働基準監督署に、いつ誰に給付が
支払われたのか等を聞いたが教えてくれなかった。
　どうして教えてくれないのか。

　個人情報保護の観点から、労災保
険の支給決定に関することは請求人
本人にのみお答えするのが原則と
なっているため、例え血縁者であって
も教えることはできないことを説明し、
ご理解いただきました。

　昼間アルバイトをし、夕方から別のアルバイトをしようとして
も後者の事業場が法定労働時間を超える時間外労働の割
増賃金が支払えないとしてなかなか雇ってもらえない。

　労働者の保護の徹底を期すため、
事業場を異にする場合においても労
働時間を通算して時間外労働分に対
して割増賃金を支払わなければなら
ない旨説明し、ご理解を求めました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 7

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 411

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 労働基準局

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分
照　会　先

総務課
監察官　　　小城　英樹（内線５５８６）
広報係長　　林田　淳一（内線５５８２）

地方自治体 合計

0

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

327 3 0 88 0 418

メール
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分類

5

①

6

①

7

①

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　労働基準監督署の監督任務を廃止し、警察が労働基準法
違反を含む企業犯罪を取り締まるようにしてはどうか。

　単なる取り締まりを目的とするので
はなく、労働者保護の観点から労働
条件の最低基準を定める労働基準法
の遵守をされるよう、事業場等を指導
して是正させることが重要であること
を説明し、ご理解を求めました。

　家族が勤務する会社の労働条件に問題があると思ってい
るが、どこに行ったらいいのか。
　また、訴えた人間を特定できないような形で会社に調査に
はいっていただきたい。

　管轄の労働基準監督署にご相談い
ただければ対応させていただくこと、
労働条件に関するご相談や情報提供
は、労働者本人のみならず、ご家族
からでも受付けていること、通報者を
匿名として調査を行うことが可能であ
ることについて、説明し、ご理解いた
だきました。

　労働者を救済するためにも、未払賃金の立替払制度にお
いて倒産の要件の緩和など適用条件の拡大をしてほしい。

　未払賃金の立替払制度の対象につ
いては、中小企業において労働基準
監督署長が事実上の倒産していると
認定した事業場を退職した労働者を
要件としているなど法の趣旨を説明
し、ご理解を求めました。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応
概　　要
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ①

2 ①

3 ①

4
①
②

5 ②

14

合計

（主な国民の皆様の声）

0

メール来訪国民の皆様の声
把握方法別件数

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

職業安定局

公共職業安定所運営企画室
広報担当官　和田史絵（内線5682）
広報係長　　 比田井徹也（内線5739）
（直通03－3593－6241）

　その他

0

部局（課室）名

0

照　会　先

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

ハローワークでは、求人情報が正確なも
のとなるよう事業主への確認に努めてい
ます。求人票の内容と求人条件が異なっ
ている場合は、ハローワークから事業主に
対し確認し、求人票の修正等の指導を行う
こととしております。

内　　容

65

事業所名、所在地等を教えていただけれ
ば、事実関係を調査し適切に対処する旨
ご説明しました。

平成22年4月1日に雇用保険料率が改定となったが、例えば2月か3
月の早い段階で情報を流すといったことはできなかったのか。保険
料を従業員から追徴する必要がある。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

地方自治体

177

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度
の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

３月の段階ではまだ国会で審議中である
ため、改正前にお知らせすることは困難で
ある旨ご説明し、ご理解いただきました。

項番
概　　要

履歴書や職務経歴書を返却してくれない会社、応募者に無断で処
分してしまう会社があるので注意してほしい（求職者からのご意
見）。

求人票の記載事項は求職者にとって重要な情報なので、ハロー
ワークで受け付ける際にしっかりと確認してほしい。

ハローワークでは、求人企業に対して、原
則として応募書類は返却するよう要請して
いること、事情により返却できない場合に
は、あらかじめ求人票にその旨を記載する
よう指導していることを説明しました。ま
た、応募書類の返却が遅れている場合に
は、求人企業に督促していることなども説
明しました。

現在ハローワークでは求人開拓推進員を
増員し、企業訪問回数を大幅に増やして
います。また、各ハローワークの所長を先
頭に企業、事業主団体への求人要請も
行っているところです。引き続き求人確保
のため努力してまいります。

現在就職活動をしている。採用面接において、両親の職業等を聞か
れたが、これは適当なのか。不適当である場合、指導を行っていた
だきたい（具体的な情報の記載なし）。

93

対　　応

ハローワークの担当が企業に対して積極的に求人のアプローチをす
るなどして、ハローワークの求人情報を増やしてほしい。

5　法令遵守違反に関するもの

手紙

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

31 4

FAX電話

142

-11-



分類

6 ①

7 ①

8 ①

9 ①

10 ①

ハローワークで募集していた求人に応募し採用された。しかし、採用
後数か月経過してから、求人票に記載された業務とは違う業務に配
置転換となった。このような場合の相談先を教えて欲しい。

概　　要

雇用保険の失業等給付の不正受給を企てようとしている者を知って
いる。調査して欲しい（具体的な情報なし）。

不正受給を企てている者の氏名など具体
的な情報を教えていただければ、該当労
働局に対して調査を指示する旨ご説明し
ました。併せて、ハローワークでは、雇用
保険の失業等給付の不正受給に関する
情報が入った場合には、事実関係を確認
するため調査を行っております。また、不
正受給が認められた場合には、返還手続
きをとるなど厳正な対処を行っている旨ご
説明しました。

項番

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度
の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

内　　容
対　　応

ハローワークの求人に応募したら女性を採用したいと言われた。こ
れは男女雇用機会均等法違反ではないか。指導すべきである（具
体的な事業所名の記載なし）。

ハローワークでは、事業主に対し、男女雇
用機会均等法等の趣旨を踏まえ、性別や
年齢ではなく能力や適性に基づき公正に
採用の判断を行うよう指導しております。
なお、具体的な事業所名を通報いただけ
れば、事実関係を確認し適切に対処する
旨ご説明しました。

雇用失業情勢が厳しい。ハローワークは、平日午後５時以降及び週
末も窓口相談を行うべきだ。

退職してから数ヶ月が経過した。先日、ハローワークに相談したとこ
ろ、申請手続きを失念しており、自己都合で離職しているため支給
開始は約３か月後と言われた。支給開始時期を早めることはできな
いのか。

雇用保険の受給に当たっては、退職した
後に事業所から退職者ご本人あて郵送さ
れる離職票に関係書類を添えて、ハロー
ワークに申請手続きを行っていただくこと
が必要であり、申請手続きを失念していた
ことを理由として、支給開始日を早めること
はできない旨ご説明しました。

該当労働局の最寄りの総合労働相談コー
ナーの所在地、連絡先をお伝えしました。

平成17年度から主要なハローワークにお
いて、平日午後７時までの開庁時間の延
長及び土曜開庁を実施していることをご説
明するとともに、そのような最寄りのハロー
ワークをお知らせしました。また、インター
ネットにて求人検索が可能なこともあわせ
てご説明し、ご理解いただきました。

（主な国民の皆様の声）
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1
①
④

2
①
④

3
②
④

4 ①

15

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度の改善等を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　雇用・能力開発機構の廃止に伴うポリテクセンターの都道
府県への移管条件については、事前に移管先である都道府
県の意見を十分に聞いた上で整備すべきである。
（都道府県からの要望）

　ポリテクセンターについては、閣議決定を踏まえて、雇
用のセーフティネットを維持する観点から国の責任で運
営するとともに、希望する都道府県には受け入れやすい
条件を整備した上で、その機能維持を前提に移管するこ
ととしています。
　ポリテクセンターの移管条件を決定するに当たっては、
平成２１年４～５月にかけて全道府県に対してヒアリング
を実施するとともに、平成２２年２月においても都道府県
にアンケートを実施し、意見を聞いたところです。
　都道府県の御意見を踏まえ、他省庁と必要な調整を行
うとともに、ユーザーである労使を含む労働政策審議会
で議論いただき、都道府県への移管条件を含む法律案
要綱を同審議会に諮問し、答申を得ているところです。

　１の「対応」で記載のとおり、当省としても、雇用・能
力開発機構の廃止に当たっては、職員の雇用問題に
最大限配慮してまいります。

　雇用・能力開発機構の廃止に伴い、事業を承継する新法
人では、現職員を「採用方式」とすることとしているが、採用さ
れなかった現職員に対しては、職業訓練の受講機会を確保
するなど、配慮が必要である。

内　　容
概　　要

　地域職業訓練センターについては、できる限り地方
自治体の皆様方に円滑に譲渡を行うことができるよ
う、その条件の検討を進めてまいりました。
　この結果、建物の時価及び解体費用について鑑定
評価等を行い、建物の時価から解体費用を差し引い
た額で譲渡することとし、解体費用が時価を上回る場
合には無償で譲渡することとしました。

　先般、労働政策審議会において「おおむね妥当」と答申さ
れた「独立行政法人雇用・能力開発機構法を廃止する法律
案要綱」においては、雇用・能力開発機構の廃止に伴い、事
業を承継する新法人で在職する職員を包括承継するのでは
なく、採用方式とすることとされているが、重大な雇用問題が
生じるものであり、本法案の作業の中止を要請する。
（ほか同様の意見１０４件）

　組織の統廃合に伴う職員の移籍については、承継法
人に包括承継させる方式や、採用方式など、様々な方式
があり得ます。
　今般、包括承継ではなく、採用方式をとるのは、雇用・
能力開発機構については、各種施設の設置運営の在り
方等について問題を指摘されてきたことから、法人を廃
止し、抜本的に組織を見直すこととしたため、職員の雇
用契約についても、いったん整理する採用方式を採るこ
ととしたものです。
　雇用・能力開発機構の廃止に当たっては、職員の雇用
問題に最大限配慮することとしています。
　具体的には、新法人においては、職業能力開発業務を
的確に実施するための人員枠を確保する一方、業務の
スリム化による職員の削減については、定年退職者の
不補充による自然減等により対応することとしており、昨
年１２月の閣議決定の趣旨を踏まえ、雇用問題に配慮し
た対応を考えています。
　当省としても、関係独立行政法人において、雇用問題
への配慮という趣旨を十分踏まえた対応がなされるよう
要請してまいりたいと考えています。

　地域職業訓練センターについて、平成２２年度末をもって
雇用・能力開発機構の業務として廃止し、希望する地方自治
体に対して建物を譲渡することとしているが、地域の実情を
十分に踏まえて、その機能が今後とも維持されるよう、国とし
て責任をもって対応いただきたい。
（都道府県からの要望）

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

職業能力開発局

総務課
総務課長補佐　尾田 進（内線５９０７）
総務係長　　　　大原　竜太（内線５９１１）
（直通　０３－３５０２－６７８３）

　政策・制度立案への提言 108

部局（課室）名

照　会　先

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 合計

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

1320

項番

メール

対　　応

　法令遵守違反に関するもの

（主な国民の皆様の声）

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

0

地方自治体

2

　その他

0

5

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

10510

19
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分類

5 ①

6 ①

7 ①

8 ①

　ジョブ・カードは自分で加工して作成してよいか。 （お問い合わせの趣旨を伺ったところ）記載項目を
変更したいという希望であったため、項目を変更す
るのは、統一様式であることから不可であることを
お伝えしました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度の改善等を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　全国の職業訓練施設や、訓練コースの一覧を教えてほし
い。

　ジョブ・カード様式５について、具体的な書き方を教えてほ
しい。

　ジョブ・カード様式５を初めて作成する場合は、ご
自身の今までの経験を踏まえて、できることや自信
があることなどの強みを中心に記載していただくよ
うお伝えしました。また、記載例の掲示されている
厚生労働省のホームページアドレスも参考までに
お伝えしました。

　厚生労働省や雇用・能力開発機構のホームペー
ジを御紹介したほか、お近くのハローワークでも御
相談・御照会いただける旨を伝えました。

　職業訓練の受講を希望しているが、既に雇用保険の支給
が終了しているため、訓練・生活支援給付を受給したい。雇
用保険の支給を受けたことがある者についても、訓練・生活
支援給付の対象にしてほしい。

　 訓練・生活支援給付は、雇用保険の受給が終了
された方を含めて、雇用保険を受けられない方が
安心して職業訓練を受講いただけるよう給付するも
のです。
　このため、一定の要件を満たしている場合には、
雇用保険の受給が終了された後から、職業訓練を
受講いただいている期間、訓練・生活支援給付を
受給できます。

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

④

2

④

3

①

4

④

5

①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 雇用均等・児童家庭局

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分
照　会　先

雇用均等・児童家庭局総務課長補佐
　重元博道（内７８１７）
電話：０３－３５９５－２４９１
FAX：０３－３５９５－２６６８

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 201 0 0 132 181 514

メール

・外国人に子ども手当を支給すべきではない。
・子ども手当自体を行うべきではない。
・子ども手当よりも保育所を増やすことが必要。
・所得制限を設けるべきである。

貴重なご意見として承りました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 114

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 400

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

パートタイム労働法を改正して規制を強化して欲しい。数多くの事
業所では同法の違反が見られ、労働者が守られていない。法の違
反が確認された事業所に対しては、営業停止処分等の行政処分
を課すことができるようにすべきではないか。食品衛生法では食中
毒等が発生した場合には営業停止になるのに、労働者の命や生
活はそれより軽いのか。

貴重な意見として拝聴し、パートタイム労
働法の趣旨等について説明しました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

児童扶養手当の父子家庭拡大について
子ども手当が創設され、児童扶養手当も父子家庭に拡大するとい
うのは、やり過ぎではないか。税金の無駄使いはやめていただき
たい。

貴重なご意見として承りました。

認可外保育施設で死亡した子ども（原因はSIDS）を預けていたご
両親の方から、当該施設は、SIDSの予防に関する事項を全く守っ
ていない、応急処置のできる職員もいない、救急車や保護者への
連絡もないような施設に対して、罰則はないのか。

認可外保育施設指導監督基準等につい
て説明し、児童の安全確保の観点から、
都道府県等が認可外保育施設への指導
監督、改善指導等の措置を図ることとさ
れていますので、施設が所在する都道府
県等にご相談いただきたいと説明しまし
た。

マタニティーマークを交通機関だけでなく、自治体でも配布して欲し
い。

貴重なご意見として承りました。
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分類

6

①

7

④

8

④

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

（自治体を特定して）自治体の職員の資質等に不満がある。児童
福祉・障害児福祉行政に携わる者として不適当な言動が見受けら
れる。国から当該自治体を指導すべき。

・一般的に、地方公務員である自治体職
員の接遇等について、国は自治体を指導
する立場にはない旨をお伝えしました。

カナダの大学に留学して、児童福祉を専攻したいと考え、志望先
の大学への入学手続きを進めていたところ、先方から提出を求め
られた「インターベンション　チャイルド　ウェルフェア　レコード
チェック」（履歴、経歴から子どもを扱う職業に就いても問題がない
と言うことを証明する公的機関が発行する文書で、アメリカやカナ
ダにある制度）の発行をお願いしたいという趣旨の相談。（カナダ
の日本領事館に相談したところ、厚生労働省に問い合わせるよう
アドバイスされた模様）

   厚生労働省として、問い合わせにある
ような個人の履歴や経歴に係わる証明書
の発行は行っておりません。児童相談所
においても同様にそのような証明書の発
行はしていないと回答したところ、先方
（相談者）は了解し、志望先の大学に再
度相談してみるとのことでした。

「女性と仕事の未来館」で開催しているセミナーにここ数年間参加
しており有意義であった。まだ主婦で仕事を始められるか不安だら
けだった私が再就職を決意するにあたり、参加したセミナーに背中
を押してもらった気がする。倹約は必要かもしれないが、今後も女
性が働ける環境を整備する力強い味方として「女性と仕事の未来
館」を存続してほしい。

貴重なご意見として承りました。
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平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

①

3

④

4

①
④

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 社会・援護局（社会）

照　会　先

社会・援護局総務課
　課長補佐　大武　喜勝（内線２８１３）
社会・援護局書記室
　管理係長　佐藤　敏彦（内線２８０３）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 88 2 0 30 0 120

メール

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 2

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 16

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 102

　日本弁護士連合会が、生活保護受給者に自動車保有を認
めるよう意見書を提出したとのことだが、いい加減にして欲し
い。生活保護を受けていない人は、医療費の自己負担に苦労
し、いろいろと我慢している。生活保護受給者も我慢してもらっ
ても良いはず。

　ご意見としてお伺いしました。
　生活保護制度において、自動車の保
有については、事業用や障がい者の
方の通勤・通院など一定の条件を満た
す場合に限り、保有を認めているとこ
ろでございます。

　失業して生活に困っているので生活福祉資金の貸付申請を
したが、社会福祉協議会における審査決定をもっと迅速に
行ってほしい。

　貸付を行う際には一定の審査手続
が必要であり、ある程度の時間を要す
る場合もございますが、現在、失業等
により収入がない方については、緊急
の支援を必要としていることから、より
迅速な貸付審査が行われるようお願
いしております。

　７０歳代の母がいる。一生懸命働いて定年をむかえたが、国
民年金の支給額は5万円である。なぜ、生活保護受給者は２
倍以上貰うことができるのか、納得できない。

　ご意見としてお伺いしました。なお、
生活保護基準のあり方については、ナ
ショナルミニマム研究会での議論も踏
まえて今後考え方を整理していく予定
でございます。

　３人の子を持つ母親ですが、病気の子がいるため入院の付
き添いや食費でお金が掛かり切り詰めた生活を送っていま
す。6月に子ども手当が支給されても生活保護では収入と見な
され差し引かれてしまいます。改善をお願いいたします。

　生活保護では、こども手当の創設を
踏まえ、こども手当を収入認定したうえ
で、こども手当の効果が生活保護世帯
に満額及ぶように、児童養育加算を認
定しているところでございます。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度
の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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5

④

6

①

7

④
⑤

8

①
④

9

①

10

①

11

①

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制度
の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　介護福祉士の受験資格取得に係る実務経験ルートにおいて
6月の養成課程の受講が必要となるのは何年度の試験からと
なるか教えてほしい。加えて、働きながら受験資格を取得でき
るように受講料等の受講生にかかる負担軽減策を充実させて
欲しい。

　現在、当該ルートの受験資格につい
ては、検討会を実施し調整中であるこ
とをお伝えしたうえで、平成24年度の
試験より受講が必要となる旨を説明
し、ご了解いただきました。また、ご要
望については貴重なご意見として拝聴
しました。

　生活福祉資金の福祉費について、自営業者は事業経営と生
活は切っても切り離せないのだから、自営業者に対しては生
活費も貸付対象にしてほしい。

　貴重なご意見としてお伺いしました。
（主な国民の皆様の声）

　担当の民生委員から嫌がらせを受けたので、この民生委員
を指導してほしい。

　民生委員の職務に関する指揮監督
権が都道府県にあることをご説明する
とともに、ご相談頂いた内容について
当該自治体へお伝えしました。

　消費生活協同組合において実施している共済事業の契約
者より、当該組合の職員の対応等に関する苦情相談。

　室内でご相談内容について情報共
有し、対応について検討しました。
　検討後、当該組合に対して、職員の
対応については、契約者にわかりやす
く、また真摯にご説明するように伝え、
ご相談内容を報告しました。

　社会福祉法に基づく資格取得方法に
ついて詳細を説明し、ご了解いただき
ました。

　社会福祉法に基づく社会福祉主事任用資格の取得方法に
ついて教えてほしい。

　EPA制度に対するご意見。労働力不足を補うために外国人
介護福祉士候補者を国家試験合格に導くよう試験内容の緩
和を求めるもの。

（※EPAとは経済連携協定のことです。）

　EPAは労働力不足を補うことに目的
があるわけではない事、現場に混乱を
来さない範囲で言葉の置き換え等を検
討している事、及び国で22年度に実施
する日本語習得支援事業についてご
説明した。

　介護福祉士等修学資金貸付制度に
ついて制度の概要を説明し、ご了解い
ただきました。

　介護福祉士等修学資金貸付制度の概要について教えてほ
しい。

-18-



件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1
①
④

2 ①

3

4

5

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 社会・援護局障害保健福祉部

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分
照　会　先

【企画課】
　課長補佐　矢田貝　泰之（内線３０１１）
　主査　　　　山田　   大輔（内線３０１６）
（ダイヤルイン　０３－３５９５－２３８９）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 2 0 0 0 0 2

メール

訪問系の事業所をやっているが、請求事務が複雑で非常に煩雑
になっており、この点はぜひとも改善していただきたい。
また、訪問系の事業所は、請求事務を始められるのは毎月３日以
降であり、特に私の事業所のような事務員を雇えないところは、ヘ
ルパーの仕事の合間に請求事務を行わなければいけないことか
らも、１０日が締め切りというのは日程的にかなり厳しい。施設系
は１０日が締め切り、訪問系は１５日が締め切りというような柔軟な
対応を望む。また、この対応が困難であれば、報酬の増や加算な
どではなく、直接事務員を雇えるような仕組みを構築していただき
たい。

請求ソフトについては、今後のシステム
構築にあたり貴重なご意見として拝聴い
たしました。請求の締め切り及び事務員
の件につきましては、省令等で定められ
ていることをご説明し、いずれも貴重なご
意見として、部内関係者と情報を共有い
たしました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 0

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 2

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

　移動支援事業において、外出先（運動施設）までの移動の支援
だけではなく、施設内の支援も行うべき。視覚障害者が施設で運
動器具を使用する場合、付き添いがいないと危険である。

　移動支援事業は市町村が地域の実情
に応じて柔軟に事業を実施できる地域生
活支援事業の一つであり、支援内容につ
いては市町村が定めておりますと説明し
ました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ①

2 ①

3 ③

4 ①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

老健局

総務課企画官
　　藤原朋子（内線3911）
総務課企画法令係
　　鈴木敦士（内線3919）

国民の皆様の声
把握方法別件数

合計

5590 31 0

手紙 FAX メール 地方自治体

150

部局（課室）名

照　会　先

来訪 電話

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

（主な国民の皆様の声）

　法令遵守違反に関するもの

　その他

0

47

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

2

6

項番

事業者の方から特別養護老人ホームの部屋に認知症用離
床センサーを設置することは虐待に当たるかとのご質問をい
ただきました。

離床時に転倒の危険性があり、それを
回避するためなど、利用者のケアに必
要であれば、虐待には当たらない旨回
答しました。

事業者の方から特別養護老人ホームの宿直の時間につい
てご質問をいただきました。

基準で時間を定めてはいないが、一般
的には事務室職員が不在となる、午後
5時30分～午前8時30分頃までが想定
され、具体的には事業所の規定により
決めていただきたい旨回答しました。

夜間に訪問してくれるヘルパーに関する施策を６月から実施
すると大臣が話していたと思うが、早く夜間に訪問するヘル
パーを確保してほしい旨ご意見を承りました。

夜間の訪問介護員の確保について
は、今後の制度改正の議論の中で検
討事項になると思われる旨説明いたし
ました。

海外で生活している人が日本に戻たっときに場合、介護保
険は使えるのかという質問をいただきました。

介護保険制度では、日本の市区町村
に住所を有する65歳以上の方と、同じ
く日本の市区町村に住所を有する４０
歳以上６５歳未満の医療保険加入者を
被保険者としており、日本に帰国して
当該要件を満たせば被保険者となり、
介護が必要な状態であるとして要介護
認定（又は要支援認定）を受ければ介
護保険の給付を受けることができる旨
説明しました。

対　　応
内　　容

概　　要
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分類

5 ①

6 ①

7 ①

8 ①

9 ①

10 ①

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

診療報酬は今年度に改定されたが、介護報酬は改定しな
かったのかとの照会をいただきました。

介護報酬は平成21年度に改定を行
い、今年度は改定を行っていない旨
説明しました。

一般の方から、介護職員処遇改善交付金について、申請し
ない事業所に対してペナルティを課し、必ず申請させるよう
にすべきとのご意見をいただきました。

基本的に処遇改善は労使の合意の下
に決定されるものであり、賃金に対す
る考え方や水準がさまざまであること
から、事業所の判断で申請していただ
くこととしていること、ただし、国として
はできるだけ交付金を活用していただ
きたい旨お願いをしていることを説明し
ました。

緊急時訪問看護加算は実際に訪問をしないと加算されない
のか。それとも体制を整備すれば加算されるのかとの照会を
いただきました。

体制を整備すれば加算算定できる旨
説明しました。

独居高齢者加算は、直接的に本人の
利益となるものではないが、独居の高
齢者の居宅介護支援業務に対して報
酬上の評価を行うことで、ケアの質を
確保し、独居高齢者の在宅生活を支援
することにつながる旨回答いたしまし
た。

居宅介護支援事業の独居高齢者加算の算定の際、確認の
書類として住民票が必要となるが、本人のためでなく、事業
者の利益のために住民票を取るのはおかしい。

都道府県より、要介護認定を受けていなくても住所地特例の
対象となるのか、という質問がありました。

被保険者であれば、要介護認定の有
無にかかわらず住所地特例の対象と
なる旨説明しました。

概　　要

介護報酬の改定に関する議論はどこで行われているかとの
照会をいただきました。

社会保障審議会介護保険給付費分科
会において議論が行われている旨説
明いたしました。

対　　応
（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1

①

2

①
④

3

①

4

①
④

5

①

6

①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 保険局

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分
照　会　先

総務課
成松課長補佐（内線３２１６）

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 62 0 0 3 0 65

メール

後期高齢者医療制度の保険料の計算方法が複雑で分からない。 保険料の計算方法について説明しまし
た。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 7

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 8

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 50

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

出産育児一時金を、お産の前に受け取ることの出来る制度
はないのか。

出産育児一時金はあくまで産後に支給さ
れるものですが、保険者によっては貸付
制度を設けているところもある旨ご説明し
ました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

後期高齢者医療制度はすぐに廃止すべきである。 現在、平成２５年４月からの新たな制度の
施行を目指して検討を進めているところで
あるが、一定程度の時間を要するためす
ぐに廃止することはできない旨を説明しま
した。

先日、コンタクトを購入のためいつものコンタクト店の隣に併設され
ている眼科で診察を受けコンタクトを購入してきました。その時、眼
科で支払った金額と以前、同じ眼科で診察を受けた時の診療費が
異なっていた為、受付の方に「診療費が変わったのですか？」と尋
ねたところ、「6ヶ月経ったので初診料を頂いてた」との答えでした。
初診料をとってよいのでしょうか。

患者が任意に診療を中止し、１月以上経
過した後、再び同一の保険医療機関にお
いて診療を受ける場合には、その診療が
同一病名又は同一症状によるものであっ
ても、その際の診療は、初診として取り扱
いますとお伝えしました。６ヶ月という期間
のみによって初診かどうかの判断をする
のではなく、継続中の診療であるかどうか
が判断の基準となる旨をあわせて説明し
ました。

私は診療所の医師であるが、地域医療貢献加算はどういった目的
で新設されたのか。24時間働けという趣旨なのか。

地域医療貢献加算は、患者が地域で安
心して医療が受けられるようにすることを
目的とし、地域の身近な診療所におい
て、患者からの夜間・休日等における問
い合わせ等に対応することを評価するた
めである旨を説明しました。

直接支払制度に係る合意文書は、医療機関においてどの程度の
期間保存しなければならないのか。数がたまってきたので処分した
いと考えている。

出産育児一時金の請求に係る消滅時効
に照らし、出産日から最低でも2年間は保
存して頂きたいとお答えしました。
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

（主な国民の皆様の声）

分類

1

①
③
④

2

③

3

①
③

・年金担保融資の廃止は決まったのか。決まったとした
らいつ廃止されるのか。年金担保貸付制度の存続をお
願いしたい。（同旨他1件）

・行政刷新会議において、年金担保貸付制度は廃
止という結論が出されたことは厚生労働省として重く
受け止めております。
・行政刷新会議においても言及されましたが、廃止
するにあたっては代替となる制度を整備する必要が
あることから、サンプル調査を実施後、必要な対応
策を講じることとしています。

項番 内　　容
対　　応

概　　要

昨年10月から厚生年金を受給したが、今年1月から年
金が受給停止になった。問い合わせたところ高齢者雇
用により雇用保険から22,000円ほど支給されているとい
うことで停止された。しかし現在の月給は、16万円ほど、
年金支給額は65,000円なのに22,000円の40％をカット
するという。年金事務所で聞いたところ、法律だからしょ
うがないと言われた。納得いかない。

雇用保険の高年齢雇用継続給付は、働き続けよう
という方に対する所得保障である一方、老齢厚生年
金は、基本的に職業から引退した方に対する所得
保障であり、給付の趣旨が異なるものであることな
どから、両者の間で給付調整を行っています。その
際、雇用継続の援助促進という高年齢雇用継続給
付の趣旨を考慮し、高年齢雇用継続給付の4割相
当の調整としており、通常の賃金と年金の調整より
も緩やかなものとしています。いずれにしても、今後
の新年金制度の創設に向けた検討の中で、ご指摘
の点も含め給付のあり方について議論してまいりま
す。

現在の制度は男女平等を謳う現代の日本にはそぐわな
いものが多すぎる。そのなかでも児童扶養手当、遺族
基礎年金について。なぜ児童扶養手当は母子家庭では
受け取れて父子家庭では受け取れないのか。なぜ遺族
基礎年金は妻は受け取れて夫は受け取れないのか。
制定された当初の時代に沿って作られた制度と考えら
れるが、現代の価値観で考えて厚生労働省はこれらを
おかしいと思わないのか。大黒柱の妻が死んで父子家
庭になってしまったら、どうやって生きていけばいいの
か。私にはまだ子供はいないが、産まれたら将来的に
は夫に家庭を任せようと考えている。是非制度の改正を
お願いしたい。

ご指摘の通り、遺族基礎年金の支給対象となるの
は、子のいる妻又は子どもであり、父子家庭は支給
対象となっておりません。この改善に向けて遺族年
金については、男女による支給要件の違いの問題
のほか、国民年金と厚生年金で制度が異なること等
についても検討が必要と考えています。こうしたこと
から、遺族年金の在り方については、新たな年金制
度創設に向けた議論の中で検討してまいります。

国民の皆様
の声の
内訳（大分
類）

　政策・制度立案への提言 20

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 13

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 7

地方自治体 合計

0 9 1 0 30 0 40

メール国民の皆様
の声

把握方法別

来訪 電話 手紙 FAX

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 年金局

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

照　会　先

年金局総務課
　課長補佐　武内（内線3313）
　企画係長　占部（内線3316）
　（代表）03-5253-1111

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・
制度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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（主な国民の皆様の声）

分類

4

①
③
④

5

①
③

6

②

7

④

8

①
④

雇用保険の失業給付と老齢厚生年金は別々に保険料
をかけているにもかかわらず、給付については同時にも
らうことができないようにしているのはおかしい。併給し
ない理由は何か。併給できるよう制度改正をするべき。

65歳未満の方に支給される老齢厚生年金と雇用保
険の失業給付は、
① 老齢厚生年金の基本は職業生活から引退した
方に対する所得保障であり、就業意欲と能力があり
働き続けようという方に対する所得保障として失業
給付を受けている方に支給することは趣旨に合致し
ないこと。
② 一つの離職期間に対して、老齢厚生年金と雇用
保険の失業給付の両方の給付が支給されること
は、社会保障としての所得保障を重複して行うこと
になること。
から併給の調整を行うこととしています。いずれにし
ても、今後の新年金制度の創設に向けた検討の中
で、ご指摘の点も含め給付のあり方についても議論
してまいります。

国民年金保険料、これ以上値上げしないでください。失
業者には払えません。

年金保険料は年金制度の持続可能性を確保するた
め、平成29年度にかけて段階的に引き上げることと
しています。平成22年度の国民年金保険料額は、
法律に規定されている額（14,980円）にこれまでの
賃金や物価の変動を反映し、15,100円とされたとこ
ろです。なお、失業等により国民年金保険料の納付
が困難な場合は、保険料免除制度を利用する方法
もありますので、詳しくは、日本年金機構にお問い
合わせください。

子供が２０歳になり、国民年金の案内をいただいた。学
生のため、支払猶予の申請を市区町村役場に送った
が、タイムラグがあるのか、年金事務所から、年金手帳
が送付され、再度支払猶予の申請の案内がきた。
市区町村役場への申請が年金事務所にタイムリーに伝
わっていない。また、年金事務所、市区町村役場共に、
問合せ先として、電話番号しか書いておらず、電子メー
ルやファックスでの連絡ができないので、非常に不便を
感じている。
国民生活の利便性向上のために、一元的な情報管理
体制の構築と平日昼間に働いている人を考慮し、電子
メール等の活用を検討されたい。

日本年金機構において、年金手帳送付時の同封物
の取扱いについては、各年金事務所（事務セン
ター）の工夫により実施しているところですが、ご指
摘のとおり、市区町村の情報がタイムリーに伝わら
ない場合も考えられますので、ご要望については、
貴重な意見として承るとともに、日本年金機構と共
に情報を共有し、同様の事象が生じないよう注意し
て参ります。
また、日本年金機構では、年金事務所への問い合
わせは個人情報にかかわるため、電子メールや
ファックスでは、発信者がご本人であるという確認を
とることができないことから行っておりません。
ご要望については、貴重な意見として承り、日本年
金機構と共に情報を共有いたしました。

年金記録等が判明し手続き（再裁定）したのに、支払い
が遅すぎる。
高齢なので、早くしてほしい。

再裁定の処理の迅速化のため、再裁定の処理体制
の強化を行い、平成２１年３月には、再裁定の申出
受付から支払いまで、平均７．２か月程度要してい
たものが、平成２２年４月末時点で、平均２．８か月
まで短縮しているところですが、複雑な事務処理が
必要なケースにおいては、時間を要している場合が
ありますので、ご理解願います。
引き続き、お支払いまでの期間の短縮化に努めて
参ります。

消えた年金も大事だが、第3号被保険者問題のほうが
大事。第3号被保険者問題の一番問題なのが保険料負
担の不公平感。第3号被保険者の保険料は、第2号被
保険者全員で負担しており、その中には母子家庭や、
独身女性、共働き女性も含まれている。片方では保険
料を払い、片方では保険料負担なしで同じ金額の年金
を受け取る。所得が低い人や障害があって保険料が免
除になっている人ならまだ保険料負担がないことに納得
できるが、その免除の人たちは免除の種類に応じて受
け取れる年金額は2分の1、3分の1など削られたものに
なる。改正してほしい。

公的年金制度は、社会全体での相互扶助の仕組み
であり、負担能力に応じた保険料を納めていただく
という原則に基づいて、被用者年金制度全体で第３
号被保険者の費用を分担しています。ご指摘の点
については、重要な論点であり、新年金制度の創設
に向けた検討の中で議論してまいります。

項番 内　　容
対　　応

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・
制度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。
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（主な国民の皆様の声）

分類

9

④

10

①
④

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・
制度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

日本年金機構職員（委託業者、市区町村国民年金担当
職員含む）の対応が悪い。(同旨他4件)

日本年金機構に、個別のケースについて事実確認
をした上で必要な対応を行うよう指導いたしました。

日本年金機構(障害業務部、年金事務所)の電話がつな
がらない。

日本年金機構に、個別のケースについて事実確認
をした上で必要な対応を行うよう指導いたしました。

項番 内　　容
対　　応

概　　要
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1 ④

2

3

4

5

【ご意見：厚生労働白書について】
付録、邪魔なんですが？白書って何の為に発行するのか、官僚の
皆さんは分かっておいでなんでしょうけどね。
（厚生労働省「国民の皆様の声」意見メール）

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

メール

0 0 0 0 1

概　　要
貴重な御意見として承りました。省内で情
報共有するとともに、今後の白書作成の
参考にさせていただきます

地方自治体

0 1

合計

対　　応

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③政策・制
度の改善等を検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

（主な国民の皆様の声）

　法令遵守違反に関するもの

　その他

0

1

項番 内　　容

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

政策統括官（社会保障担当）

政策統括官付社会保障担当参事官室
室長補佐　竹林　悟史（内線７７０４）
経理係　大平　泰士（内線７７０９）
（ダイヤルイン　０３－３５９５－２１５９）

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

0

0

部局（課室）名

照　会　先

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分
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件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1
③
④

2 ④

3 ①

4 ①

5 ①

国民の皆様の声・集計報告票（本省受付分）

部局（課室）名 政策統括官（労働担当）

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分
照　会　先

室長補佐　黒澤　朗(7725)
総務係長　定政紀彦(7717)

国民の皆様の声
把握方法別件数

来訪 電話 手紙 FAX 地方自治体 合計

0 10 0 0 1 0 11

メール

（NPO関係者の方からのご要望）
キャリアマトリックスは就職支援活動に大いに役立っている。利用
無料でこれに匹敵するサイトがどこにあるというのか。継続的な整
備が不可欠だ。
ぜひとも継続をお願いする。

「事業仕分け」における指摘を踏まえた
キャリアマトリックスの見直しを検討する
に当たって貴重なご意見として参考にす
るとともに、部局内において情報を共有し
ました。

国民の皆様の声の
内訳（大分類）

　政策・制度立案への提言 1

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む） 0

　法令遵守違反に関するもの 0

　その他 10

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

採用予定者や海外勤務者について、労働契約承継法の労働者へ
の通知をどのように行えばよいか教えてほしい。

労働契約承継法指針の該当箇所及び考
え方について丁寧に説明し、ご理解をい
ただきました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

非正規労働者については一般的に労働組合に加入できない状況
にあると言われている。厚生労働省としてそのような状況を把握す
べきとの意見があった。

寄せられた意見について、室内において
情報を共有しました。

あっせんについては、都道府県労働委員会と労働局が行うものの
２種類あるとのことだが、どう違うのか。労働関係調整法にはあっ
せん、調停、仲裁の３つの種類があるとのことだが、どのように違
うのかとの問い合わせ。

同様の問い合わせが他２件あった。

都道府県労働委員会が行うあっせんと労
働局が行うあっせんについての違いを丁
寧に説明しました。また労働関係調整法
に基づくあっせん、調停、仲裁の各制度
について丁寧に説明し、ご理解を頂きま
した。

労働契約承継法の労働者及び労働組合への通知について、７月
３０日に株主総会を行う場合の「通知期限日」である「株主総会の
日の２週間前の日の前日」とは具体的にいつになるのか。

通知期限日の解釈について丁寧に説明
し、７月１５日になる旨、お伝えしました。
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分類

6 ①

7 ①

8 ①

9 ①

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

会社を吸収合併する場合、従前の会社の有給休暇日数は通算さ
れるか。

合併後の存続会社は消滅会社の権利義
務を包括的に承継するという包括承継の
考え方について丁寧に説明し、ご理解を
いただきました。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

厚生労働省HPに掲載してい労働契約承継法の概要（パンフレッ
ト）をみると、他の会社から分割会社へ出向している労働者の労働
契約は、分割契約等に定めて承継会社等に承継させることはでき
ない旨、記載されているが、ここでいう労働契約とは、出向元と労
働者との労働契約という理解でよいか。

パンフレットの該当箇所について、丁寧に
説明し、ご理解をいただきました。

吸収分割後の承継会社には、従来の就業規則と分割会社から承
継された労働者に適用される就業規則という内容の異なる２つの
就業規則が併存することになるが、分割会社から承継された労働
者に適用される就業規則についてどのように取り扱えばよいか。

会社分割の際の就業規則の取扱いにつ
いて丁寧に説明し、ご理解をいただきまし
た。

労働契約承継法の労働者への通知について、厚生労働省HPに掲
載している様式例と同じでなくてはならないか。

HPで掲載している様式例は一例であり、
法令に規定する通知事項を満たしている
のであれば、実態に即して変更していた
だくことは問題ない旨、丁寧に説明し、ご
理解をいただきました。
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(参考）

本部分
件 件 件 件 件 件 件

地方分
件 件 件 件 件 件 件

合　計
件 件 件 件 件 件 件

件

件

件

件

分類

1
①
④

2
①
④

3
①
④

4
①
④

5
①
④

0

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

年金を受取るために必要な加入期間が最低２５年となってい
るが、年金を受取るための要件を撤廃し、自分が納付した期
間と免除を受けた期間に応じて支払をするような年金制度に
改正して欲しい。

現在５３歳の厚生年金保険加入者であるが、医者から癌を宣
告され、数カ月しか生存できないと言われている。遺族年金
の対象者もいないので、亡くなってしまうと、保険料をずっと納
めていても何の給付も受けられない。せめて、近いうちに亡く
なることが分かっている者への一時金や亡くなるときまで保険
料を免除出来るような制度に改正して欲しい。

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

先日、妻が亡くなりました。５８歳で加入期間が３５１月あり、
払い込んだ保険料も８５２万円になりますが、何も支給されま
せんでした。受給資格のある人には、一定割合で一時金を遺
族に支給すべきだと思います。死んだ人間に何も支給しない
制度では、若者は年金離れをしてしまいます。

150

37 427 44 0 44 0 552

35 90 22 0 3

平成２２年５月２１日～５月２７日受付分

0

2

メール

41

手紙 FAX

337 22 0
国民の皆様の声
把握方法別件数

合計

0 402

国民の皆様の声・集計報告票

日本年金機構

サービス推進部
　お客様相談グループ長　　　高水　徹
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 菊地　重人
（代表電話）０３－５３４４－１１００ （内線

　政策・制度立案への提言

　制度の実施に関する提案（職員等の接遇問題を含む）

142

410

部局（課室）名

照　会　先

来訪 電話 地方自治体

国民の皆様の声の
内訳（大分類） 　法令遵守違反に関するもの

　その他

0

対　　応

平成７年４月から平成１５年３月までの間に納付した賞与分
の特別保険料が年金額に反映していないと聞いている。保険
料を納めているのに年金額に反映しない制度には、納得がで
きない。

自分の娘が、２０歳８ヶ月で脳出血の後遺症による肢体不自
由になり、障害基礎年金の請求をしたが、保険料の納付要件
を満たしていないため不支給決定となった。納付要件につい
て、今後柔軟な対応ができるように制度を改善して欲しい。

内　　容

（主な国民の皆様の声）

項番
概　　要

現行制度の趣旨について詳しく説明
をしたうえで、貴重なご意見として承
り、厚生労働省へ伝える旨説明しま
した。
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分類

6
①
②
④

7
②
④

8
①
②
④

9
②
④

10
②
④

11
②
④

（主な国民の皆様の声）

項番 内　　容
対　　応

概　　要

※「対応」欄のうち「分類」欄の丸数字は、①事実や制度を説明、②改善策を実施済み・実施予定、③改善策を
検討中、④国民の皆様の声の内容を組織で共有する、⑤その他、に分類。

国民年金保険料について、付加保険料付で口座振替をして
いる。今年度分の「国民年金保険料口座振替額通知書」が届
いたが、振替額の総額のみが記載されいるだけで、内訳が分
からない。毎年保険料額も変わっているので、今後内訳も記
載するようにして欲しい。

現在「国民年金保険料口座振替通知
書」については、付加保険料が含ま
れていることがわかるように様式の
見直しに取り組んでいます。

健康保険・厚生年金保険適用関係書類の処理や国民年金の
保険料還付金の支払処理が遅い等のご指摘をいただきまし
た。

事務処理体制の強化に取り組み、早
く事務処理できるように努力してまい
ります。

複雑な事務処理に精通した職員の
集中配置、処理システムの機能強化
等により、事務処理体制の強化に取
り組み、早く支払いできるように努力
してまいります。

事実確認を行った上で、必要な指導
等を行っていきます。
お客様の年金相談に対し、お客様に
プラスとなる「もう一言」を心がけま
す。

記載内容をわかりやすい言葉に置き
換えを行うとともに、お客様向け文書
モニター会議等において検討を行
い、記載内容をわかりやすくするよ
う、引き続き取り組みを行っているこ
とを説明しました。

年金再計算（再裁定）による支払いが遅い。高齢で健康面に
不安があり、出来るだけ早く支払って欲しい。（同様なご意見
が多数ありました。）

年金事務所職員の説明が不十分、事務処理に時間がかか
る、態度やマナーが悪く、不愉快な思いをした。（同様なご意
見が多数ありました。）

各種通知や案内について、内容がわかりづらいものがあるの
で、もっとわかりやすくして欲しい。

ねんきんダイヤル（委託先業者）に電話をかけたが、対応した
オペレーターからは挨拶もなく、言葉使いも悪かった。その
上、的確な回答がなかった。

日本年金機構として、事実確認を
行った上で、必要な指導等を行って
いきます。
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